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１．奈良県のCI、一致指数（知事公室統計課）
①奈良県の11月の一致指数は 145.4 で、前
月を2.2ポイント下回り、4ヶ月ぶりで下落
となった。3カ月後方移動平均は145.8％で
3カ月連続でﾌﾟﾗｽになった。CI一致指数は
「改善」を示している。

先行指数は101.6で2カ月連続で前月比1.9
ポイントのマイナスになっている。

一致指数のうち、プラスであったのは、
建築着工面積、有効求人充足率、及び、実
質百貨店・スーパー販売額であった。マイ
ナスは、日経商品指数、有効求人倍率、稼
働率指数等であった。

先行指数のマイナスは、製材用素材在庫
率、企業倒産件数、金融機関貸出残高で
あった。プラスは、所定外労働時間数等で
あった。

奈良県のＤＩ一致指数は、85.7と3カ月連
続で50％を上回った。11月はマイナスは、
日経商品指数のみで、有効求人充足率を含
め他の指数がプラスであったためである。
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当月 ３ヶ月後方移動平均 ７ヶ月後方移動平均

指数 101.6 104.7 98.1

前月差（ポイント） ▲ 1.9 1.6 2.1

動向 ２ヶ月連続－ ６ヶ月連続＋ ３ヶ月連続＋

指数 145.4 145.8 141.4

前月差（ポイント） ▲ 2.2 2.1 0.6

動向 ４ヶ月ぶり－ ３ヶ月連続＋ １５ヶ月連続＋

指数 99.7 99.1 98.6

前月差（ポイント） 0.2 0.4 0.3

動向 ２ヶ月連続＋ ３ヶ月連続＋ １１ヶ月連続＋

先行指数

一致指数

遅行指数



２．個人消費：百貨店・スーパー販売額・乗用車販売台数（南都
経済研究所、経済産業省等）

①11月の百貨店・スーパー販売
額は、0.1％減の186億円で、2カ
月連続の減少。但し、既存店
ベースでは1.5％増と2カ月ぶり
に増加した。

②内容的には衣料品は5.1％減と
大幅に減少した一方で、飲食料
品が0.4％増となった。

③12月の乗用車販売台数は、
1.2％増の3,450台で2カ月ぶりに
増加した。軽乗用車も、0.8％増
の1,187台と4カ月連続の増加と
なった。
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３．生産：住宅着工（南都経済研究所）

11月の新設住宅着工数は、616
戸と3.0％増加し、全体として2カ
月連続の増加となっている。

具体的には持家は2.8％増の256
戸と2カ月連続の増加、貸家は
35.7％減の135戸と3カ月ぶりの
減少、分譲住宅は60.4％増の223
戸と2カ月連続の増加なった。

分譲住宅が大幅に増加したこと
が、全体の増加につながったと言
える。
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３．生産：生産（南都経済研究所、奈良県知事公室統計課）

①11月の鉱工業生産指数は、
92.7と前月比0.3％減少し、
4カ月ぶりの低下となった。
なお、2010年を100として
いる。

②在庫指数は、161.5と前
月比6.0％増加し、2カ月連
続の上昇となった。在庫は
減少したほうが、売れてい
ることを示す。

③業種別に見てみると、木
材・木製品は前月比4.9％
増加している。その他上昇
した業種は金属製品、印刷
業等12業種に上り、減少は
電気機械、化学工業等4業
種であった。
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３．生産：設備投資（内閣府）

• 機械受注総額の動向をみると、
2017（平成29）年11月前月比
11.8%増の後、12月は同14.9%
減の2兆3,323億円となった。

• 需要者別にみると、民需は前月
比16.8%減の9,750億円、官公
需は同1.1%増の2,535億円、外
需は同13.2%減の9,572億円、
代理店は同5.9%減の1,179億円
となった。

• 民間設備投資の先行指標である
「船舶・電力を除く民需」の動
向をみると、2017（平成29）
年11月前月比5.7%増の後、12
月は同11.9%減の7,926億円と
なった。このうち、製造業は同
13.3%減の3,648億円、非製造
業（除く船舶・電力）は同
7.3%減の4,457億円となった。
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４．雇用：雇用情勢（南都経済研究所、奈良労働局）

①11月の新規求人数は8,915人で、前
年同月比3.7％増と２カ月ぶりに増加
した。

②有効求人数は24,345人で前年同月
比の4.7％増と、31カ月連続で増加し
ている。

③一方で、新規求職者数は4,189人で
前年同月比8.4％減となり、2カ月連続
の減少となった。

④有効求職者数も17,673人で前年同
月比7.1％減で、23カ月連続で減少と
なっている。

この結果奈良県の有効求人倍率は
1.38倍となり、引き続き、採用環境は
厳しく、採用は難しくなっている。
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４．雇用：雇用情勢（南都経済研究所）

①奈良県で2017年の新卒採用を
行った企業は27％で、2016年
32％に比べて5％減少した。

②業種別では、製造業26.8％、非
製造業27.1％でほぼ同じである。

③従業員数別では、50～99人で
35.1％、100人以上で71.4％であ
り、やはり従業員が多い企業ほど
採用する企業が多い。

④中途採用を実施した企業は
56.9％で前年よりも1.9％低下した。

⑤新卒・中途ともなしの企業が
34.9％と前年より8.2％も増えた。
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５．景気：倒産（南都経済研究所、帝国データバンク）

①12月の倒産件数は、前年同月
比横ばいの6件で4カ月連続の一
桁台となった。

②負債総額も591百万円と16.5％
減と4カ月連続で減となっている。
負債額別では、１千万円～5千万
円未満が4件、5千万円～1億円未
満が1件、5億円～10億円未満が
1件であった。従業員別は、0～4
人が4件、5人～19人が2件で
あった。倒産原因は、全ての倒
産が、競争激化や消費動向の停
滞などを背景とした販売不振で
あった。

③業種別では小売業が3件、サー
ビス業が2件、その他の業種が１
件であった。倒産形態は、自己
破産が5件、特別清算が1件で
あった。
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６．景気：観光(南都経済研究所、奈良市ホテル協議会)

【奈良市及び周辺主要ホテル】

• 奈良市および周辺主要ホテル9社の客室稼働率（単純平均）
は、11月が前年同月比1.5ポイント上昇の89.9％、12月は同
7.0ポイント低下の64.6％であった。

• 宿泊人数は11月が同1.4％増の59,443人、12月は同9.4％減の
45,137人となった。

• 9社の2017年4～12月期の宿泊人数は486,818人となり、2016
年同期（505,102人）と比較して3.6％の減少となった。2017
年は訪日外国人宿泊客の小グループ化や観光シーズンの予期
せぬ台風の影響により前年同期と比べ宿泊人数は減少した。

• 奈良県は冬の奥大和（県南・東部地域）の観光振興に力を入
れている。昨年の12月から3月4日まで同地域での宿泊者を対
象に、16路線でバス運賃のキャッシュバックキャンペーン
（今年度で4回目）を実施している。路線バスを無料で利用
してもらい同地域への誘客促進を図っている。奈良県による
と同キャンペーンの成果は着実に上がっているようで、昨年
度は延べ10,000人以上が利用している。

• また奈良県が地元地域の自治体や民間事業者等と取組んでい
るのが「奈良ええとこキャンペーン」。修験道の開祖、役行
者ゆかりの天川村を中心に、提灯や灯籠で洞川温泉街をライ
トアップし、伝統食材が楽しめるツアーや写経など体験型ツ
アーを展開し、奥深い奈良の魅力を発信している。

11



7. 2月の特集：2017年暮らし向き調査結果（南都経済研究所）
（１）全ての年代でDIは上昇

暮らし向きDIは、全体で
▲14.4ポイントで、前年比6.9ポ
イント改善した。全ての年代で
も1年前の2016年に比べて、改
善している。特に29歳以下は、
前年2.9ポイントから15.2ポイン
ト改善し、18.2ポイントになっ
た。他の年代は改善はしている
もののDI自体はプラスにはなっ
ていない。

また、今後1年の予想では、全
体で▲16.8ポイントで現在より
も2.4ポイント低下しており、ほ
とんどの年代が暮らし向きは悪
くなると感じている。
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7. ２月の特集： 2017年暮らし向き調査結果（南都経済研究所）
（２）40代だけ消費支出DI低下

消費支出DIは、全体で36.2ポ
イントで、2016年よりも4.9ポ
イント改善した。年代別では、
30代が61.1ポイントと前年より
も17.2ポイントも改善している。
一方で、40代は47.5ポイントと
6.1ポイント低下している。

また、今後1年間の予想では、
▲35.9ポイントで現在よりも
72.1ポイントも大幅に低下して
いる。今後どの年代も消費を減
らす厳しい状況と感じていると
言える。
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7. ２月の特集： 2017年暮らし向き調査結果（南都経済研究所）

（３）飲食料品の消費が増えた

消費が増えた理由のベスト3
は、①飲食料品（42.4％）➁教
育（36.3％）③住居（家賃・光
熱費21.8％）である。

消費支出が減った理由は、
「節約した」が42.2％と最も多
く、次いで、「世帯の収入が減
少した」が32.2％であった。

特に、飲食料品を除くと、衣
料品や交際費を減少させている
割合が高く、節約できるところ
はしていることがわかる。
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7. ２月の特集： 2017年暮らし向き調査結果（南都経済研究所）

（４）老後の不安が大きい

今後消費支出を減らそうと思う理
由のベスト３は、① 年金や介護費
用などの老後の生活が不安
（39.6％）➁世帯の収入が減った
（27.5％）③医療費や税金など負担
が増えた（24.0％）となっている。
何れも前年と同じ順位で、わずかで
はあるが全て減っている。

年代別に見てみると、29歳未満で
減らそうと思う理由で最も多いのは
「気がかりなことは特にない」で
40.0％、60歳代は「年金や介護費用
などの老後の生活が不安」
（62.5％）となっており、年代別で
減らす理由が大きく異なっている。
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7. ２月の特集： 2017年暮らし向き調査結果（南都経済研究所）

（５）貯蓄志向が増加

今後1年間の貯蓄DIは、24.7ポ
イントで前年比2.7ポイント増加
した。これは、「増やす、やや
増やす」が36.4％で前年比1.2％
増加した一方で、「減らす、や
や減らす」が11.7％で前年比
1.5％減少した結果である。

貯蓄の目的は、「老後の備
え」が55.2％で最も多く、次い
で「病気や不時の災害の備え」
が33.7％と続いている。

また、年代別では29歳以下、
30代、40代は「教育資金」とい
う回答が最も多かった。
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7. ２月の特集： 2017年暮らし向き調査結果（南都経済研究所）
（６）国内旅行がトップ

今後1年間の購入・支出予
定ベスト３は、①国内旅行
（30.1％）➁教育・自己啓発
費（23.0％）③婦人物衣料
（21.8％）となっている。国
内旅行が依然トップではある
が、前年に比べて5.2ポイン
トも減少している。また、乗
用車も1.6ポイント減少して
いる。

年代別に見ると、40代は教
育・自己啓発費がトップで、
50代、60代では国内旅行が
トップであり、高齢者は国内
旅行志向が強いと言える。
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7. 2月の特集： 2017年暮らし向き調査結果（南都経済研究所）
（７）最も高いのは外食費

2016年に比べて外食費が
唯一1.1ポイントとプラス
になった。一方で2泊以上
の宿泊は▲24.8ポイント、
1泊旅行も▲19.0ポイント
と大幅にマイナスになって
いる。

今後1年間に支出を増や
そうと考えているベスト3
は、①一泊旅行（31.0％）
➁日帰り旅行（28.5％）③
教育娯楽費（19.7％）と
なっており、1泊旅行の増
加が期待できる。
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